
◇韓国、中国との間では、それぞれ日韓漁業協定、日中漁業協定に基づき操業。
◇ロシアとの間では、日ソ地先沖合漁業協定、日ソ漁業協力協定及び北方四島周辺操

第２節 我が国漁業をめぐる国際動向
（１）二国間の漁業関係

◇ 、 沖 漁 協定、 漁 協 協定 島周 操
業枠組協定の３つの政府間協定に基づき操業。

◇太平洋島しょ国、アフリカ諸国の200海里水域内においては、政府間協定あるいは民
間契約により、我が国漁船が操業。

（２）外国漁船の取締り

◇我が国排他的経済水域及び領海において外国漁船の監視・取締りを実施。19年の水
産庁の拿捕(だほ)件数は13件、立入検査件数は81件、漁具押収件数は40件。最近は、
立入検査を拒否して逃走するといった悪質な違反が目立ってきており、監視・取締
りを強化。

（２）外国漁船の取締り

水産庁による外国漁船の拿捕・立入検査件数等

外国漁船拿捕件数の国別内訳

資料：水産庁

外国漁船を搭載艇で追跡する漁業監督官 夜間の立入検査
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◇高度回遊性魚種であるカツオ・マグロ類については、国連海洋法条約を踏まえ、大
西洋まぐろ類保存国際委員会（ＩＣＣＡＴ）をはじめとする５つの地域漁業管理機

（３）多国間の漁業関係
ア カツオ・マグロ類をめぐる動き

西洋まぐろ類保存国際委員会（ ）をはじ する 地域漁業管理機
関を通じた適切な資源管理を推進。

◇ＩＵＵ(違法・無報告・無規制)漁業や条約非加盟国による漁業対策として正規に生産
されたマグロ以外は輸入を認めない等の措置を各地域漁業管理機関を通じて実施。

マグロ類の地域漁業管理機関と資源状況

資料：水産庁・独立行政法人水産総合研究センター「平成18年度 国際漁業資源の現況」

◇第27回国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）水産委員会では、深海漁業管理のための技
術ガイドラインの策定等について同意。

イ その他の国際機関

◇水産無償資金協力や（独）国際協力機構(ＪＩＣＡ)を通じた技術協力

（４）国際漁業協力の現状

◇水産無償資金協力や（独）国際協力機構(ＪＩＣＡ)を通じた技術協力。
◇（財）海外漁業協力財団においても沿岸国の漁業への技術移転事業を実施。
◇東南アジア漁業開発センター（ＳＥＡＦＤＥＣ）への支援。
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